
 

令和８年度有機農業推進総合対策事業のうち有機加工食品原料国産化支援事業（有機 JAS認証の

取得等の取組に対する支援）実施要領 

 

令和８年７月２４日 

一般社団法人 次代の農と食をつくる会 

 

第１ 趣旨 

有機農業の拡大に向けては、国産加工食品原料の利用拡大が重要であるが、現状、有機農産物を原料と

した有機加工食品の原料の大半を輸入に依存している。また、流通、加工等の事業者等が有機農産物を取

り扱うためには有機 JAS認証取得の促進も重要な課題である。 

このため、本事業では、国産有機加工食品の加工又は流通に新たに取り組む意向のある事業者（以下

「事業実施者」という）に対し、有機 JAS認証の取得等の取組に対する支援を行う。 

なお、本事業は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30年法律第 179号）、補助金

等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和 30年政令第 255号）及び農林畜水産業関係補助

金等交付規則（昭和 31年農林省令第 18号。）に定めるもののほか、有機農業推進総合対策事業補助金交

付等要綱（令和４年４月１日付け３農産第 3651号）及び本実施要領に基づき、実施するものとする。 

 

第２ 事業実施者の要件 

本事業に取り組む事業実施者は、以下の（１）から（５）までの要件を全て満たすものとする。 

（１）事業実施者の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所

（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は、代表者、理事その他経営に実

質的に関与しているものをいう。）が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平

成３年法律第 77号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。）でないこと。 

（２）事業実施期間中に認証機関による検査を受検すること。 

（３）過去に有機加工食品の有機 JAS認証取得に向けた国費支援を受けていないこと。  

（４）本事業終了後も、農林水産省が実施する調査等に協力すること。 

（５）公募に際して、別添に定めるところにより環境配慮のチェック・要件化「みどりチェック」チェッ

クシートを提出すること。 

 

第３ 事業の内容及び補助対象経費 

第２の要件を満たす事業実施者は、以下の取組に必要な経費を支援する。ただし、１事業実施者当たり

の支援上限額は 80万円とし、他の助成事業で支援を現に受け、又は受ける予定となっている取組は補助

対象としない。 

 

（１）有機 JAS認証の取得  

有機 JAS認証（有機加工食品の日本農林規格（令和４年財務省・農林水産省告示第 18号）に適合した

生産が行われていることを第三者機関が検査し認証するもの（小分け認証を含む。））の取得に当たって必

要な取組 



 

対象経費は、新たな有機 JAS認証の取得に必要な認証取得費（必須となっている講習会等の受講料、認

定申請料、実施検査費用（検査旅費を含む。）、検査報告書作成費、判定費用）とする。  

 

（２）市場調査  

国産有機加工食品の需要や消費動向等に係る実態把握等の取組  

対象経費は、国産有機加工食品に関する実需者の意向把握調査や、実需者及び消費者の需要量調査、消

費動向調査等の市場調査に必要な賃金等、通信・運搬費、資料購入費、印刷製本費、消耗品費、旅費、謝

金、委託費、役務費、雑役務費とする。  

 

（３）商品開発  

国産有機加工食品の試作品の開発に係る取組  

対象経費は、国産有機加工食品の試作品等の商品開発に必要な賃金等、原材料費、消耗品費、旅費、謝

金、役務費とする。  

 

（４）広報  

消費者等の理解醸成に向けた国産有機加工食品に係る情報発信等の取組  

対象経費は、国産有機加工食品の生産・取り扱い拡大に向けた実需者や消費者の理解醸成のための情報

発信等に必要な印刷製本費、資料購入費、消耗品費、情報発信費、旅費、役務費、雑役務費とする。 

 

第４ 事業実施期間 

本事業の実施期間は、補助金の交付決定の日から、第５の１（４）の交付決定の通知により通知した事

業実施期間の終期までとする。 

 

第５ 事業実施及び交付の手続き等 

１ 事業の公募 

（１）弊法人は、本事業の実施に当たって、本事業の事業実施者を公募により決定するものとする。 

（２）応募者は、（１）の公募を受けて、事業実施計画を別記様式第１号により作成し、弊法人に提出す

るものとする。 

（３）弊法人は、応募者が第２の要件に合致するか、応募者から提出された事業実施計画及び添付書類が

適切であるか等について審査を行い、予算の範囲で事業実施者を選考・採択するものとする。 

なお、応募人数が定員に達した場合又は応募のあった額の総額が予算の範囲を超過することとな

った場合には、弊法人は審査を踏まえ、予算の範囲内で書面審査に合格した者について、別紙に基づ

きポイント付けを行い、ポイントの高い者から順に（ポイントが同じ応募者間にあっては、応募額の

低い者から順に）事業実施者を選考し採択するものとする。 

（４）弊法人は、（３）の審査の結果（採択（計画承認）又は不採択）を応募者に対し、通知するものと

する。あわせて、事業実施計画の内容が審査の結果妥当と認められた時は、補助金の交付決定及び事

業実施期間の終期の通知を行うものとする。 

（５）応募者は、申請を取り下げようとするときは、その旨を記載した書面を別記様式第５号により作成

し弊法人に提出しなければならない。 

２ 事業の着手 



 

（１）第３に定める事業の内容は、１（４）の交付決定後に着手するものとする。 

（２）応募者は、事業の一部中止を伴う事業計画の変更を行う場合は、１（２）に準じて変更する事業実

施計画を別記様式第１号により作成の上、弊法人に提出し、承認を得なければならない。 

３ 事業遅延の届出 

応募者は、本事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれる場合又は本事業の遂行が

困難となった場合においては、補助事業が予定の期間内に完了しない理由又は補助事業の遂行が困難

となった理由及び補助事業の遂行状況を記載した書類を、別記様式第４号により作成し、弊法人に提出

しなければならない。 

 

第６ 実績報告 

１ 事業実施者は、本事業を完了したときは、その日から、１か月を経過した日又は第５の１（４）の交

付決定の通知に記載された実績報告の提出期限のいずれか早い日までに実績報告書兼補助金支払請求

書を、別記様式第２号により作成の上、弊法人に提出しなければならない。 

２ 事業実施者は、１の実績報告書を提出するに当たって、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当

額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和 63年法律第

108号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除することができる部分の金額と当該金額に地方税

法（昭和 25年法律第 226号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて

得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場合には、これを補助金額から減額

して報告しなければならない。 

３ 事業実施者は、１の実績報告書を提出した後において、消費税及び地方消費税の申告により当該補助

金に係る仕入れに係る消費税等相当額が確定した場合には、その金額（２の規定により減額した事業実

施者については、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を別記様式第３号による消費税仕入控除額

報告書により速やかに弊法人に報告するとともに、弊社による返還命令を受けてこれを返還しなけれ

ばならない。 

また、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかにならない場合又はない場合であっ

ても、その状況又は理由について、第 7 の補助金の額の確定のあった日の翌年５月 31 日までに、同様

式により弊法人に報告しなければならない。 

 

第７ 補助金の額の確定 

弊法人は、第６の１の規定による報告を受けた場合には、報告書等の書類の審査及び必要に応じて現地

調査等を行い、その報告に係る補助事業の実施結果が交付決定の内容及びこれに付した条件に適合する

と認めたときは、当該補助金の額を確定し、事業実施者に通知するとともに、補助金を交付するものとす

る。 

 

第８ 事業実施者の状況把握 

弊法人は、必要に応じて事業実施者から本事業の進捗状況等について報告を求めること等により状況

把握を行うものとする。 

 

第９ 交付決定の取消し等 

１ 弊法人は、第５の２（２）の事業計画の変更のうち補助事業の中止又は廃止の申請があった場合及び



 

次に掲げる場合には、第５の１（４）の交付決定の全部若しくは一部を取り消し又は変更することがで

きる。 

（１）事業実施者が、補助事業の実施に関し法令に違反した場合 

（２）事業実施者が、補助金を本事業以外の用途に使用した場合 

（３）事業実施者が、補助事業に関して、不正、事務手続の遅延、その他不適切な行為をした場合 

（４）交付の決定後に生じた事情の変更等により、補助事業の全部又は一部を継続する必要がなくなった

場合 

２ 弊法人は、１の規定による取消しをした場合において、既に当該取消しに係る部分に対する補助金が

交付されているときは、期限を付して当該補助金の全部又は一部の返還を命ずるものとする。 

３ 弊法人は、１の規定による取消しをした場合において、２の規定による返還を命ずるときは、その命

令に係る補助金の受領の日から納付の日までの期間に応じて、年利 10.95 パーセントの割合で計算し

た加算金の納付を併せて命ずるものとする。 

４ ２の規定による補助金の返還及び３の規定による加算金の納付の期限については、当該命令のなさ

れた日から 20日以内とし、期限内に納付がない場合は、未納に係る金額に対して、その未納に係る期

間に応じて年利 10.95パーセントの割合で計算した延滞金を徴するものとする。 

 

第 10 補助金の経理 

１ 事業実施者は、補助事業についての帳簿を備え、他の経理と区分して補助事業の収入及び支出を記載

し、補助金の使途を明らかにしておかなければならない。 

２ 事業実施者は、１の規定の収入及び支出について、その支出内容の証拠書類又は証拠物を整備して同

項の帳簿及び第６の実績報告書とともに、補助事業の完了の日の属する年度の翌年度から起算して５

年間整備保管しなければならない。 

 

第 11 情報の取扱い 

１ 弊法人は、本事業の実施に当たって知り得た事業実施者に関する個人情報は、本事業の実施において

のみ使用するものとする。ただし、他の目的で使用する場合は、別途、事業実施者に同意を得るものと

する。 

２ 弊法人は、事業実施者の氏名、住所（市町村まで）、取組予定内容等について、国に報告するものと

する。 

 

第 12 事業実施者の数 

 事業実施者は２者を想定しているが、それ以上の応募があった場合は予算の範囲内で支援するものと

する。 

 

第 13 その他 

この実施要領に定めるもののほか、この事業の実施につき必要な事項については、弊法人が別に定める

ものとする。 

 

 

＜事業内容についての問い合わせ先＞ 



 

一般社団法人 次代の農と食をつくる会 

事務局 E-mail：info@jidainokai.com 

TEL：050-8893-0159 

 

附則（令和８年７月２４日付け８農産第 1928 号農林水産省農産局長承認） 

この要領は、農林水産省農産局長の承認あった日（令和８年７月２４日）から施行する。 

 



 

別添 

環境配慮のチェック・要件化「みどりチェック」 チェックシートについて 

 

第１ 「みどりチェック」 チェックシート 

 事業実施者は、流通・加工等事業者向け有機 JAS認証の取得等支援事業の補助金の交付を受ける

に当たり、事業の主たる受益者が最低限行うべき環境負荷低減の取組を実施する旨記載した第２に規定

するチェックシート又は第３に規定するチェックシート実施者リストを提出するものとする。 

 

第２ チェックシートの作成と提出 

１ 事業実施者は、次の（１）から（３）までに掲げる「みどりチェック」 チェックシートのうち該当

するチェックシートに記載された各取組について事業実施期間中に実施する項目をチェックし、事業実

施計画書とともに弊法人に提出する。また、事業実施者は、実績報告の際は、事業実施期間中に実施した

項目をチェックし、実績報告書と併せて弊法人に提出する。 

（１）「みどりチェック」 チェックシート（農業経営体向け）： 

別添様式第１号－１ 

（２）「みどりチェック」 チェックシート（食品関連事業者向け）： 

別添様式第１号－２ 

（３）「みどりチェック」 チェックシート（民間事業者・自治体等向け）：別添様式第１号－３ 

 

第３ チェックシート実施者リストの作成等 

 チェックシートを作成する者（以下「チェックシート実施者」という。）が複数者の場合、事業実施者

がチェックシート実施者全員から当該チェックシートを収集した上で、別添様式第２号により「みどりチ

ェック」 チェックシート実施者リストを作成し、弊法人に提出するとともに、当該チェックシートを保

管することで、チェックシートの提出を省略することができる。 

 

第４ 「みどりチェック」 チェックシートの確認 

 チェックシートを提出した者から抽出して、農林水産省の職員が実際に環境負荷低減の取組をしたか

どうか確認を行うこととする。 



 

別紙 

事業実施者の選考基準 

 

第５の１（３）なお書きに掲げる「応募人数が定員に達した場合又は応募のあった額の総額が

予算の範囲を超過することとなった場合」のポイント付けの基準は、次のとおりとする。 

 

項目 採点基準 ポイント 

１ 事業実施

計画の妥当性 

（１）事業実施計画に記載及び添付された、①国産有機加工食品取

扱事業者等からの取引要求や商談要請、②国内市場調査等の結果を

踏まえた国産有機加工食品の取扱いに関する具体的な計画につい

て 

a 具体的かつ妥当な内容である。 

b おおむね具体的かつ妥当な内容である。 

c 具体的ではなく、内容が乏しい。 

a 10ポイント 

b 5ポイント 

c 1ポイント 

（２）事業の実施による国産有機加工食品の取扱い見込みについて 

a 計画の実効性が高く、国産有機加工食品の取扱いが大いに期待で

きる。 

b 計画の実効性があり、国産有機加工食品の取扱いが期待できる。 

c 計画の実効性に乏しく、国産有機加工食品の取扱い見込みは低

い。 

a 10ポイント 

b 5ポイント 

c 1ポイント 

２ 取組目標

の妥当性 

a 有機 JAS認証の取得に加え、事業者等の需要調査等を踏まえた商

品開発及び広報を行う目標を設定している。 

b 有機 JAS認証の取得のみを目標に設定している。 

a 10ポイント 

b 5ポイント 

３ 新規開拓 a 国産有機加工食品を取り扱う事業者に対し、新たな契約に基づく

新規取引に関する市場調査、商品開発及び広報が計画されている。 

b 国産有機加工食品を取り扱う事業者に対し、新たな契約に基づく

新規取引が計画されている。 

c 国産有機加工食品を取り扱う事業者に対し、新規取引を行う計画

となっていない。 

a 10ポイント 

b 5ポイント 

c 1ポイント 

４ 事業実施

主体が取り組

む共同調達実

証への協力 

a 本事業で有機 JAS認証を取得した後、国産原料を使用した有機加

工食品の生産・取扱い拡大に向けて、事業実施主体が取り組む国産

有機加工食品原料産地調整・共同調達実証に協力する計画となって

いる。 

b 本事業で有機 JAS認証を取得した後、国産原料を使用した有機加

工食品の生産・取扱い拡大に向けた計画となっているが、事業実施

主体が取り組む国産有機加工食品原料産地調整・共同調達実証に協

力する計画となっていない。 

a 10ポイント 

b 5ポイント 

（満点 計 50点） 

 


